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水資源機構 令和４年度・第１回入札等監視委員会 審議概要 
    
開 催 日 及 び 場 所  令和４年７月２１日（木） 機構本社会議室（WEB 会議） 
 
委           員 
 

栗田 誠（大学教授） 篠原煜夫（弁護士） 中村好男（大学名

誉教授） 鈴土靖（県代表監査委員） 田中規夫（大学院教授） 
 

審 査 対 象 期 間 令和３年１０月１日～令和４年３月３１日 
抽出案件   総件数      ６     件 （備考） 

 
工 
事 
 

 一般競争入札               １     件  
            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 公募型指名競争入札               ０     件 
 通常指名競争入札               ２   件  
 随意契約               ０   件 

建

設

コ

ン

サ

ル

タ

ン

ト 

 公募型プロポーザル・ 
 簡易公募型ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ 

                           
              ０   件 

 公募型指名競争入札・ 
 簡易公募型競争入札 

                           
              ０   件 

 標準プロポーザル               ０     件 
 一般競争入札               １     件 
 通常指名競争入札               １     件 
 随意契約（競争性のある）               ０     件 
 随意契約（特命随意契約）               ０     件 

補償契約               １   件  
 
 
１． 入札方式別発注工事一覧表及び低入札案件に対する委員からの意見・質問、それに対する回答等 
（１）入札方式別発注工事一覧表 

意見・質問   回答 
・一般競争入札で発注した工事の中には極

めて低い落札率のものが散見される（91，

98，105）。これらは小規模のため低入札

価格調査の対象になっていないと思われ

るが，これらが極端な低入札価格になっ

ている要因はどこにあるのか。これらに

ついて対応策は検討されているのか。 

・何れも照明設備の取替が主の電気工事であり、低率

での入札となっていることに関しては、2021 年以降

水銀灯の製造が禁止されたことから、最近は照明器

具交換の需要が多くなっているところ、照明工事を

得意とする業者においては、工事の主たる部分を占

める材料（照明器具）について、大口取引実績等に

より市場価格より一段と安く入手できていることが

要因と推察されます。 

 また、機構における積算（官積算）においては、公

表されている物価資料による積算となっているた

め、当該開差を縮めるといった対応は、現状では難

しいと考えています。 

 

 
（２）低入札価格調査案件（工事） 

意見・質問   回答 
・低入札価格調査対象物件数が大きく減少

しており、昨年４月から試行されている。

「施工体制確認型総合評価落札方式」の

効果が出ているものと思われる。しかし、

これまで低入札価格調査によって「契約

・ご指摘のとおり「施工体制確認型総合評価落札方式」

の導入に関しては、従来に比べて高い価格による工

事発注となる傾向にあることは否定できないと考え

ています。 

 従来、一般管理費の削減は企業努力として捉えてい
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の内容に適合した履行がされないおそれ

がある」と認められた事例はほとんどな

いのであるから、毎年度、同じような内

容で発注される工事も少なくない中で，

同方式の導入は同時に従来に比べて高い

価格による発注につながることを意味し

ている。 

 

た側面もありましたが、機構では「公共工事の品質

確保の促進に関する法律」の趣旨を厳格に捉え、同

入札方式の運用を図っていくことで取り組んでいる

ところです。   

・（低入札案件一覧表中）一連番号1～5に

ついては、施工体制確認が行われたのか。

５件のうち，施工体制評価点が満点では

ないものがあったのか。 

 

・何れも評価点は０（ゼロ）点となっています。 

・「千葉総管CCTV用ネットワーク設備工事」

は特に落札率が低いところ（51.14％）、

費用項目ごとに機構積算に対する割合を

明記することが適切である。 

 

・いただきましたご意見を踏まえ、今後、本件のよう

な案件では、機構積算と業者積算の比較が可能な資

料の添付に努めます。 

・「荒川ダム総合管理所空調設備外改修工

事」の最低入札者が低入札価格調査を辞

退した理由は何か。 

 

・当該業者からは「低入札価格調査に係る資料作成に

要する時間が不足しているため。」との届け出（辞

退届）がありました。 

 
（３）低入札価格調査案件（コンサル） 

意見・質問   回答 
・５件のうち、履行確実性の評価がＡでは

ないものがあったのか。 

・４件の評価がＡ、１件の評価がＥとなっています。 

 
 
２． 審議対象の入札等案件に対する委員からの意見・質問、それに対する回答等 
（１）一般競争入札（工事）       【豊川用水二期西部幹線併設水路砥神工区工事】 

意見・質問   回答 
・「併設水路」は大規模地震対策としてど

のような意味を有するものか。説明して

欲しい。 
・本件工事等による併設水路設置の意義、

必要性について教示されたい。 

・大規模地震対策事業の一環として、幹線水路（岩ト

ンネル部）の耐震補強について通水機能を確保しつ

つ実施するため、先行して併設水路を設置し、併設

水路により通水を確保しながら、幹線水路を空水に

して耐震補強工事を実施します。また、耐震性を有

する併設水路は、大規模地震発生時において通水を

継続する機能を発揮します。 
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・施工場所や工事内容が異なる砥神地区と

駒場池地区を一体として発注すること

にはどのようなメリットがあるのか。ま

た、デメリットはないのか。発注方法の

選定や技術評価などが全て砥神地区の

工事に関するもののように思われる。 

・駒場池地区は、単独工事として発注するため、令和

３年６月に一般競争入札総合評価落札方式により

入札手続きを実施しました。しかし、参加者が０社

であり入札不調となったことから、さらに令和３年

７月に指名競争入札（指名業者：97 社）により入札

手続きを実施しましたが、参加者が０社であり不調

となったものです。 
  駒場池地区は、管水路工事であり、主として使用す

る材料は鋼管です。一方、砥神地区はトンネル工事

ですが、トンネル内に鋼管を布設するため、両地区

とも工事材料として鋼管を扱うものです。従って、

両地区は材料の調達方法及び施工管理方法等が類

似しており、この点において同種の工事といえま

す。 
  また、工事規模の大きな砥神地区と一体化して発注

することから、大手企業の受注が期待できるため、

技術者や工事機械等の確保も容易であると考えら

れます。 
以上から、メリットとして「材料調達の効率化」「技

術者・工事機械確保の効率化」が挙げられます。 
  デメリットとして、現場間の距離があることが挙げ

られます。 
・りんかい日産建設の「施工体制確認によ

る再評価」や「施工体制評価点」が「－」

と表記されているのはどういう意味か。

入札書が提出されなかった（辞退した）

ので，確認・評価ができなかったという

ことか。 

・施工体制確認型総合評価落札方式では、開札後に入

札金額に応じて施工体制確認やその結果に基づく

技術点の見直しを行うこととしています。 
  りんかい日産建設については、ご指摘のとおり入札

書が提出されなかった（辞退した）ことから、施工

体制の確認・評価ができなかったということです。 
・設計受注業者との関係に関して，「豊岡

工区実施設計等業務」の受注業者が挙げ

られているのはなぜか。この業務には砥

神工区の実施設計も含まれていたのか。 

・「豊岡工区実施設計等業務」は、「豊岡工区」の他

に隣接工区である「砥神工区」も含んだ業務範囲と

なっていました。従って、「豊岡工区実施設計等業

務」は砥神工区も含んだ実施設計となっています。 

・技術点評価書における技術提案の①にお

いて、落札した（株）奥村組の評価点数

が４点となっているが、p6-11～6-12の同

種工事の経験調書において工事成績の

平均点が青木あすなろ建設（株）と（株）

森組の方が奥村組より高くなっている

にもかかわらず、(株)奥村組より評価点

数が低くそれぞれ２点となっている。ま

た、技術提案の②においても（株）奥村

組のみが最高評価点の３点を得ている。

過去の工事成績に照らしてみてこのよ

うに評価点数に差が出たことを確認し

たいので説明されたい。 
 

・一般競争参加資格として、配置予定技術者の要件と

して同種工事の経験実績を求めています。p6-16に
て「工事成績評定表の評定点が65点未満のものは同

種工事の経験として認めない」と定めていることか

ら、p6-11～6-12はその条件を満たしているか確認し

たものです。 
  P6-14の評価点数は、申請者より提出された技術提

案書を基に評価・算出しており、p6-11～6-12の工事

成績は評価点数の算出には関係しておりません。 
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・施工中の安全対策は基本的には請負者の

責任で確保すべきものとも思われるが、

本件のように安全対策を技術提案の対

象とすることは多いのか。またそれは何

故か。 

・技術提案の内容は、工事毎の現場条件や施工内容等

を踏まえて決定しています。これまでも安全対策を

技術提案の対象とすることもありましたが、資材の

品質管理や近隣地域の環境配慮など工事毎に様々

です。 
  本工事については、閉所環境でのトンネル掘削や資

機材の運搬、また一部低土被り部での施工を計画し

ていることから、特に安全対策に留意する必要があ

ると判断し、労働災害防止やよりよい労働環境確保

の観点から企業が取り組む安全対策の提案を求め

ています。 
 
 

・技術提案１について 
(ア) 隣接工事において開削工法で水路

を敷設し、埋設までした後、本件工

事で地中接合することとしたのは

何故か。隣接工事において接合部を

埋戻ししなければ、本件の施工はよ

り容易だったのではないか。 
 
 

・砥神工区到達部の地表部は果樹畑ですが、地権者交

渉の結果、開削の了解が得られなかったことから、

地中で接合する方法を選択しました。一方、隣接工

事は開削で実施しましたが、地表部は市道であり工

事完了後は速やかな原形復旧・供用開始が必要でし

た。 

・技術提案１について 
(イ) 標準案では、十分な安全性、安定性

の確保について十分な確信が持て

なかったということなのか。 

・地中接合は事例が少ないこと、地中接合の地表部は

市道及び果樹畑であり、土被りも浅いため市道の損

傷や営農への支障など、周辺に影響を与えない、よ

り慎重な掘削施工を行うことが重要であることか

ら、各社独自の工夫を活用することにより、更なる

安全でかつ安定したトンネル掘削を求めたもので

す。 
 
 

・技術提案2について 
作業員の安全対策として安全管理を

確実に行うための提案とのことであり、

正にルールの遵守にかかることと理解

するが、標準案では十分ではないという

ことなのか。 

・本工区は最小断面でトンネル掘削を行い、閉所環境

での掘削作業と鋼管引込、溶接、塗装等の作業が中

心となることから、より慎重な安全管理が必要とな

ります。各社独自の工夫を活用することにより、更

なる作業員の安全管理を行うための取り組み及び

体制の確保が可能と考えたものです。 
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・技術提案の評価の点数は、「効果がある」

か「大きな効果がある」かの違いで大き

く差が出る結果になるようである。技術

提案１、２のそれぞれについて、落札業

者の提案が他の業者の提案に比べてど

のように優れていて、各業者の提案によ

りもたらされる「効果」と「大きな効果」

にどのような違いがあったのか、教示さ

れたい。 

・効果の判定は、提案された内容に対して、現場へ適

応について「確実性」「持続性」「影響範囲」など

の種々指標から、効果の度合いを判定しています。

多くの指標に対して効果が期待できるものを「大き

な効果」とし、それ以外のものを「効果」として整

理しています。 
・技術提案①：落札業者は小項目(a)について、トンネ

ル到達部坑内安全対策として、安全性向上対策と観

測監視等の視点で評価できたことから「大きな効

果」があると評価しました。安全性向上対策と観測

監視等の視点のどちらかのみで評価できる場合等

には「効果」があると評価しました。また、小項目

(b)について、トンネル到達部地表部の安全対策とし

て、私道部と果樹畑部のそれぞれに対する対策の評

価ができたことから「大きな効果」があると評価し

ました。私道部と果樹畑部のどちらかで評価できる

場合に「効果」があると評価しました。 
・技術提案②：落札業者は小項目(b)について、立坑内

の安全対策として、揚重作業又はその他の安全対策

に対する提案で、危険の察知と対策の両方について

確実な対策内容であったことから「大きな効果」が

あると評価しました。危険の察知と対策のどちらか

のみが記載されている場合等には「効果」があると

評価しました。 
・同工区、近隣工区の他事業（前年度以前

を含む）の受注業者について教示された

い。 

・豊川用水二期西部幹線併設水路駒場池取水工工事：

（株）淺沼組 
・豊川用水二期西部幹線併設水路駒場池工区工事：東

急建設（株） 
・豊川用水二期西部幹線併設水路御油下流工区工事：

りんかい日産建設（株） 
・豊川用水二期西部幹線併設水路御津工区工事：りん

かい日産建設（株） 
・豊川用水二期西部幹線併設水路相楽工区工事：（株）

フジタ 
・豊川用水二期西部幹線併設水路大塚工区工事：あお

み建設（株） 
・豊川用水二期西部幹線併設水路豊岡工区工事：（株）

錢高組 
・施工体制評価の方法が極めて大雑把な印

象を受ける（15点と５点の違いが評価基

準として的確に示されているようには

思えない。）。また、誰が、どのような

基準で、どのような方法で施工体制を評

価するのか。 

・配点については、国と同様の基準を用いています。

また、評価の基準については内規（機構内通達：施

工体制確認型総合評価落札方式の試行について）に

基づき、総合評価小委員会にて工事の施工に関する

品質管理のための人員体制等について評価を実施

しているところです。 
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・施工体制確認と低入札価格調査が一体化

しており、調査基準価格以上の入札の場

合には原則として満点が付与され，逆に

調査基準価格に満たない場合には厳重

な審査を受けることになっている。これ

では，低入札価格調査制度が実質的に最

低制限価格制度として機能することに

なりかねない。しかも、調査基準価格の

水準は一般に90％を超えている。総合評

価における価格競争の側面は事実上な

くなっている。 

・公共工事の品質確保の促進に関する法律の趣旨に則

り、担い手育成、確保のため適正な利潤が確保でき

るよう発注者による適正な予定価格の設定はもと

より、施工体制確認型総合落札方式を導入すること

で、受注者において適正な下請契約の締結、技術者、

技能労働者等の育成・確保、賃金、安全衛生等の労

働環境の改善を期待しているところです。 
 ご指摘をいただきましたとおり、低入札に対する厳

重な審査が課せられるため調査基準価格程度での

入札が多くなることも想定されますが、現状は技術

点を踏まえて価格競争が行われていると認識して

おり、調査基準価格の水準である90%に収束してい

ないことが一つの証左であるとも考えています。 
 

・「施工体制確認型総合評価落札方式の試

行について」（令和3年3月17日付け技契

第634号，技調第132号）には、「(1)のヒ

アリングは，事務処理要領第 14 条の３

により行う事情聴取とは異なる性質の

ものであることに留意すること。」（５.
(5)）と記載されているが、どのように異

なるのか。内容的にみて，低入札価格調

査と施工体制確認とがそれほど「異なる

性質」であるようには見えない。上記通

知の冒頭には、いわゆるダンピング受注

対策であることも明記されている。 
 

・施工体制確認型総合評価落札方式のヒアリングは、

どのように施工体制等を構築し、それが入札説明書

等に記載された要求要件の実現確実性の向上につ

ながるかを審査するものです。 
 他方、低入調査では、その者により当該契約の内容

に適合した履行がされないおそれがあるかどうか

を対象者から提出を受けた決算報告書等に基づく

経営・信用面での審査等も実施しています。 

・「施工体制確認型総合評価」とはどうい

うものか。 
・低入札工事においては、適切な施工体制が確保され

ないおそれがあることから、品質確保のための体制

その他の施工体制の確保状況を確認し、入札説明書

等（入札説明書、仕様書その他設計図書）に記載さ

れた要求要件を確実に実現できるかどうかを審査

評価する総合評価落札方式です。 
 

・入札説明書（５）③における施工体制評

価、（６）における施工体制の確認、技

術点評価調書における「施工体制確認に

よる再評価」の関連が分かりにくいので

説明されたい。 

・(5)は施工体制の評価点配点、(6)は施工体制の確認

方法を指します。 
 また、技術点評価調書の「再評価」とは入札説明書

(5)③のまた以降の記述を指し、低入者の技術点の割

引を意味します。 
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・機構 HP で数件の工事について総合評価

の技術点の対象となる項目をみたとこ

ろ 
(ア) 企業の施工能力 
(イ) 技術者の能力 
(ウ) 地域精通度 
(エ) 地域貢献度 
としているものが多く見受けられまし

た。そのような中で、本件の技術点の算

定対象を当該2提案とした理由をお教え

ください。また、評価対象を当該2提案

とすると、上記4項目とした場合と比較

して、一般的、全般的な技術力の評価と

いう点については欠落してしまう部分

が出てこないでしょうか。両方のやり方

のメリット、デメリットはどう整理され

るのか。 

・本入札案件は、海外企業の参入促進に配慮した政府

機関等調達におけるＷＴＯ対象案件となっていま

す。 
 このため、国内企業と海外企業とを同等に評価する

ことが困難な（ア）～（エ）の各評価項目について

は国の基準に準じて採用していません。  
 なお、機構ＨＰでご高覧いただきましたようなＷ

ＴＯ対象以外の機構における一般競争入札（総合評

価落札方式）による工事発注案件については、 
 （ア）・（イ）は企業の技術力 
 （ウ）・（エ）は企業の社会性、信頼性 
 をそれぞれ評価しています。 
 また、簡易型の総合評価落札方式では（ア）～（エ）

を評価項目として採用し、標準型ではこれに加えて

技術提案を評価項目として採用しています。 
※簡易型・標準型 
 工事難易度・予定価格を考慮して選定します。 
 （技術的に施工上の工夫の余地がないものは簡易

型）  
 
（２）指名競争入札（工事）       【小石原川ダム水浦地区災害復旧工事】 

意見・質問   回答 
・災害復旧工事の内容を説明してほしい。

「原形復旧」では、再度の豪雨によって

同じような被害が生じるのではないか。

「水路の流末処理」とはどのような内容

の工事なのか。 

・本工事では、水路の原形復旧に加え、再度災害防止

を目的とした流末処理工を施工する計画としていま

す。また、流末処理工は、復旧水路端部の床固め及

び洗掘防止対策としての根固めを行うものです。 

・古賀建設が低入札価格調査を辞退した理

由は何か。 
・「資料作成に要する時間が不足しているため」との

理由です。 

・入札そのものには関係ないが、「豪雨に

よる被災」とあるが、急激な水位低下の

直後なので、その関係はないのか。或い

は下げた水位との関係か（側岸侵食を受

けやすい水位まで下げてしまったこと

等） 

・今回の被災原因は、試験湛水による水位低下に加え、

貯水池内護床区間に長時間に渡り洪水流量を上回る

流入が流下したことにより、水路端部の洗掘が発生

し水路が崩落したものと考えております。 

 
（３）指名競争入札（工事）       【霞ヶ浦用水吐出水槽土砂撤去他工事】 

意見・質問   回答 
・電子入札未登録業者を一律除外したこと

が適切だったのか。これで半数以上が除

外されている。不調により指名競争に移

行したことを考慮して手続を急いだと

いうことかもしれないが、それほど長い

工期を必要とする工事ではないと思わ

れ、電子入札未登録の小規模事業者にも

入札参加の機会を与える方法もあり得

たと思われる。実際に応札した２社は、

いずれもＤランクである 

・入札・契約手続きは電子入札を基本としており、紙

入札は、政府調達契約対象案件と契約職が地域特性

の事情等（地元業者に電子入札システム対象業者が

少ない等）から、電子入札により行うことが適当で

無いと判断した案件となります。 
  本工事では、紙入札案件に該当しないと判断し、電

子入札を実施しています。 
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・抜本的な対策は難しいと思われるが、カ

ワヒバリガイ対策は取られている理由

は如何か。 

・カワヒバリガイ対策として、吸水槽スクリーンに付

着したカワヒバリガイの死貝により、揚水ポンプ破

損等による、取水への影響も考えられることから、

吸水槽スクリーンをステンレス製のスクリーンか

らカワヒバリガイの付着を抑制する効果のある銅

製のスクリーンに交換する対策を行っています。 
  ただし、カワヒバリガイはプランクトン型の幼生と

して水の流れにのって、施設内へ侵入し拡散される

ことから、抜本的な対策は難しいと考えます。 
・比較的に難易度の高くない業務のように

思えるが、辞退率が高い理由は如何か。 
・辞退者からの聴き取りはしておりませんが、工事内

容がバキューム車による大きな水槽内での吸引撤

去作業となることから、専門の下請け業者の手配が

確実に担保できないと応札までは難しいと考えら

れます。また、水槽の水替工などの作業内容も施工

費用の見込みが立てにくい点や産廃費用の現場経

費対象外などもあり、会社として作業量に対して実

利が読めない受注しにくい工事内容なのではと推

察しています。 
・特定外来生物のカワヒバリガイによる被

害は利根川下流域で問題となっている

が、今までに本工事と同様に死貝が混入

した土砂を撤去した工事はありますで

しょうか。また、カワヒバリガイの防除

対策の現状と今後の同様の撤去工事の

見通しについて説明をお願いします。な

お、本工事が一般競争入札から指名競争

入札に変更されても応札者が少なかっ

たのは、特定外来生物の処分が含まれて

いることが影響しているのか。 

・他事業の工事実績は不明ですが、当管理所において、

平成 26 年度に、同様の工事を実施しています。 
  プランクトン型の幼生として水の流れにのって、施

設内へ侵入するカワヒバリガイを対策することは

困難だと考えますが、管理に支障をきたす、施設内

に堆積する死貝の処理は必要だと考えています。 
  指名競争入札に変更されても応札者が少なかった

理由としましては、特定外来生物の処分も少なから

ず影響はあると考えますが、工事内容がバキューム

車による大きな水槽内での吸引撤去作業となるこ

とから、専門の下請け業者の手配が確実に担保でき

ないと応札までは難しいと考えられ、水槽の水替工

などの作業内容も施工費用の見込みが立てにくい

点や産廃費用の現場経費対象外などもあり、会社と

して作業量に対して実利が読めない受注しにくい

工事内容なのではと推察しています。 
・総合評価落札方式で不調の場合に指名競

争入札に移行するに際しては，総合評価

（何らかの技術面の評価）を行えるよう

に改めるべきではないか。そうでない

と、総合評価を行っている理由が説明で

きないのではないか。 

・指名競争入札では、同種・類似工事の施工実績、地

域特性等を考慮して業者選定を行うこととしてい

ます。このため、企業、技術者の技術力はほぼ同等

となっているため価格競争のみでも適正であると

考えているところです。  

・指名競争入札から不落随契に移行する場

合に適用される規定について教示され

たい。 

・機構内の通達である「電子入札事務処理手続につい

て」・「郵便事務処理手続について」でそれぞれ不

落随契の取扱いについて規定されています。 
 なお、不落随契は入札参加者の札入れ価格が何れも

予定価格を超え、落札決定ができない状況下であっ

ても、一定の条件を満たせば、当該入札参加者から

の見積徴取により受注者を決定し、随意契約を締結

するものです。   
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・指名競争入札から不落随契に移行した場

合の不落随契の実施手続きについて教

示されたい。 

指名競争入札の場合、不落随契を行うことができる

のは、 
 
○ 入札・契約手続を再度行うことにより発注が遅

れ、このことにより関連工事の工程に支障を来たす

等事業の進捗に重大な影響を及ぼす恐れがあると

き 
○ 特殊の技術、設備等を必要とする工事等で、指名

替えが困難であるとき 
○ その他特別な事由により指名替えが困難と契約

職等が判断するとき 
 のいずれかに該当する場合に限るものとし、施行伺

において、「契約措置の請求」の特記事項欄に記載

し、あらかじめ契約職等の決裁を了しておくものと

としています。 
 また、不落随契を行う場合には、次の①又は②によ

るものとしています。 
 
① 予定価格と最低入札価格の差が少額（概ね１０％

以内）で、特別な措置を講じなくとも不落随契に

よる契約の成立が見込まれると開札執行者が判断

した場合には、次の手続によるものとしています。 
・入札者全員に対し、見積依頼書により見積書を徴取

する。（工期を除くほか、初回の入札に付するとき

に定めた条件を変更は不可） 
・見積合わせの回数は、原則として２回まで 
 
② 予定価格と最低入札価格の差が大きく、①の方法

によることが困難であると開札執行者が判断した

場合には「保留」とし、機構の積算との比較を行い、

次の手続を行うこととしています。 
 
・積算の考え方に相違等があり、機構の積算の考え方

についての説明又は内訳書に対する質問を行う必

要があると契約職等が判断した場合には、電子入札

者に対し、説明又は質問を実施 
 
・機構の積算を再検討する必要があると契約職等が判

断した場合には、設計図書の変更等により新たに競

争入札に付する 
 
・不落随契による契約の成立が見込まれると契約職等

が判断した場合は、①の方法に準じて不落随契の手

続を実施 
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・カワヒバリガイの件でお聞きしたいこと

が１点。資料の８―７ページを見ると、

今回は土砂の中に死貝があったという

ことだが、写真を見る限り、堆積した土

砂あるいはコンクリートの側壁に固着

している貝の幼生が写っているので、死

貝以外に生きた貝も相当あったのでは

ないかと思う。そうなるとこの撤去作業

自体の方法がまた変わってくるのでは

ないかと思う。基本的には生きた貝を外

に出す場合には、かなり難しい手続もあ

り、また乾燥させたり、天日干しにして

死滅させてから処理するという方法が

一般的ではないかなと思う。土砂と一緒

にこの貝を産廃に出すこと自体につい

て、私自身がよく理解できないので、そ

の辺りの説明をお願いしたい。 

・ご指摘のように、堆積土砂の中には死貝だけではな

くて、ここにありますように、タニシやシジミなど

の一応貝の混入もあるのですが、ちょっと死貝なの

か、生きている貝なのかというのは、さすがにそう

いうものを選別するような形の作業は実質的には

無理なので、バキュームで清掃しております。 

特定外来生物の処理につきましては、特定の処分場

への産業廃棄物での処理しか今のところは対応の

仕方がないということで聞いておりまして、そうい

う最終処分ができる業者のところへ持込み焼却と

いうことで、汚泥を含めての処理ということで、今

言ったように、乾燥させてとかというのはそういう

スペースがございませんし、特段それだけの費用を

かけるだけの対応ができませんので、処理費そのも

のもかなり高いのですが、そういう形で受け入れて

くれる社を見つけています。 

ちなみに茨城県内では、今処理しているところの

１社しかこの貝を受け入れる社はございませんで、

そこだけが一応受入れ可能だということで対応さ

せていただいております。本来はうまく分けてでき

ればいいのですが、そういう対応はできませんの

で、ごみ処理でさせていただいております。 

 
・本工事の効果はどのようになっているの

か。 
・３月いっぱいで工事を終わらせていただいて、４月

の中頃からこの水槽からまた農業用水の分水が２

か所出ておりまして、その水槽内の土砂も全部取り

ましたので、今回末端の農業用水の排水管への詰ま

りは、例年に比べても格段になかったということ

で、土地改良区さんから評価いただいております。

できれば毎年やってほしいと言われているのです

が、ちょっとなかなか予算の確保もできませんの

で、経年的にはやっていきたいなと思っているとこ

ろです。 

 
 
（４）一般競争入札（建設コンサルタント等）【池田総管土木管理技術補助業務】 

意見・質問   回答 
・例えば過去 10 年間、この技術補助業務

を受注してきた事業者はどこか。また，

各入札において、何社が入札に参加して

いたのか。 

・本業務を含む過去 10 年間で受注してきた事業者は、

(株)アクアテルスと(株)フジみらいです。 
  また、各入札の参加者は H25,H28～R４は１社、

H26,H27 は２社です。 
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・専門技術力に関する評価の基準，評価の

方法はどのようになっているのか。 
・第１回総合評価審査小委員会により、ヒアリングの

評定点の配分・チェック項目について諮り決定して

います。 
  その後、提出された申請資料及びチェック項目等に

基づき３名の面接官がヒアリングを行い、その内容

を面接官で審議し、３名の面接官が合意した評価結

果をとりまとめました。 
この評価結果を第２回総合評価審査小委員会に諮

り、評価点を決定しました。 
・「履行確実性評価」Ａという評価は，誰

が、どのような評価基準で、どのように

評価を行った結果として、そうした評価

になったのか。 

・機構内部の通達である「建設コンサルタント業務等

における履行確実性評価型総合評価落札方式の試

行について（令和3年3月17日）」に基づき評価した

ものです。 
  本件は、調査基準価格以上の価格で申し込みがされ

ていることから、評価を「Ａ」とし、総合評価審査

小委員会に諮り決定しました。 
・業務量、発注金額も多く、一者応札にな

っている。同じ業者が継続的に受注して

いないか。（他者の参入を妨げているこ

とはないのか。） 

・過去に受注した業者が受注していますが、前回とは

違う業者が受注していること、今回の資料請求者が

３社あったことから、今回から２年の業務期間とし

ましたが業務量、発注金額は他者の参入を妨げてい

ないと考えています。 
・総合評価基準における技術点①の配置予

定技術者の技術力の評価項目で、「平成

23 年度以後に完了した同種業務の実績

または土木工事の経験」について、落札

した（株）アクアテルスがどのような実

績または経験を有していたのか、更にそ

の業務の評定点をどのようになってい

るのか。 

・同種業務として「柳瀬ダム管理支援業務」（業務期

間：R3.4.1～R4.3.31、発注機関：水資源機構総合技

術センター）の経験を有していました。 
  なお、当該業務は、資料の提出時点で未完了だった

ため、評定点は提出されていません。 

・本件について応札業者が１社しかなかっ

たのはなぜだと考えているか。 
・資料請求者へのヒアリングより、手持業務により技

術者の配置が困難だったこと、また、ダム管理所は

僻地に位置しており、技術者の確保が困難と聞いて

います。 
・同業務の従前の受注者はどこか。もしも、

今回の応札業者と同一である場合、新規

参入は合理的に可能だという認識なの

か。 

・前回は(株)フジみらいが受注していますので、新規

参入は可能だと考えています。 

・公告資料を見れば、新規参入業者が必要

な配置人員等、応札価格の見積もりに必

要なデータは十分入手できると理解し

てよいか。 

・公告資料には業務内容、見積もりに必要な技術者の

種類や数量も示しています。 
  また、今回の契約手続きにおいて質問等はなかった

ため、必要なデータは示されていると考えていま

す。 
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・本件について、競争性を高めるために執

られた方策、また今後に向けて考えられ

る方策等はあるか。 

・競争性を高めるために、前回に引き続き、企業の同

種業務の履行経験は求めず、地域要件も設けていま

せん。 
さらに、今回からは履行期間を複数年（２年）に見

直し、担当技術者の確保が早められるよう、入札公

告の時期も早めました。（15５日） 
  技術者の確保が一番の課題と認識していますので、

履行期間をさらに延長するなど、技術者が確保しや

すい条件を考慮していきたいと考えています。 
・この種の技術補助業務を全国各地の総合

管理事務所で発注していると思われる

が、同一業者が継続して受注していると

いう実態はないのか。主要な事業者の間

で，事実上の業務の配分（他社がこれま

で受注している業務をあえて取りに行

かないという暗黙の了解）が成立してい

る可能性はないか。 

・各事務所で継続的に発注している現場技術業務につ

いては、従前に受注している業者が引き続き落札・

受注するケースが少なくないことは認識している

ところです。 
 しかしながら機構では、当該業務発注については原

則一般競争入札に付しており、また、総合評価上に

おける技術点評価時においても従前の受注業者に

対して有利・不利になるといった基準は設けていま

せん。 
 また、一者応札に関しては、契約監視委員会で継続

的にご審議いただいているところです。 
・工事における施工体制確認と同様，コン

サル業務における履行確実性評価が低

入札価格調査と一体化して、低価格によ

る入札を一律に排除するものとなって

おり、事実上、最低制限価格制度を採用

するに等しいと思われる。しかも、調査

基準価格等の水準はかなり高い。総合評

価における価格競争の側面は事実上な

くなっている。 

・「公共工事の品質確保の促進に関する法律」の趣旨

に則り、担い手育成、確保のため適正な利潤が確保

できるよう発注者による適正な予定価格の設定は

もとより、履行確実性評価総合落札方式を導入する

ことで、受注者において適正な下請契約の締結、技

術者、技能労働者等の育成・確保、賃金、安全衛生

等の労働環境の改善を期待しているところです。 
 ご指摘をいただきましたとおり、低入札に対する厳

重な審査が課せられるため調査基準価格程度での

入札が多くなることも想定されますが、現状は技術

点を踏まえて価格競争が行われていると認識して

おり、調査基準価格の水準である90％に収束してい

ないことが一つの証左であるとも考えています。 
・「履行確実性評価型総合評価」とはどう

いうものか。 
・「履行確実性評価型総合評価」では、調査基準価格

を下回る業務においては、技術提案内容が適正に履

行されないおそれがあるため、技術提案の確実な履

行の確保を審査し、評価項目に当該履行確実性を加

えて技術評価を実施する総合落札方式です。 
・１者がずっと取っている。実際は２者で

やっているということであるのだが、数

者が担当するような形にしないと、いろ

いろ意味でのバックアップも含め、引き

続きその他の社が参入できるように、今

後いろいろ考えていただければなとい

うふうに思う。 

・分かりました。 
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（５）指名競争入札（建設コンサルタント等）【房総導水路施設機能保全計画策定業務】 
意見・質問 回答 

・プレリスト２において，機構での受注

実績を条件とした理由は何か。機構の

業務を受注したことがない事業者にも

広く入札参加を促す上では，業務実績

のある 128 社全てを指名してもよかっ

たのではないか。業務概要に「既往業

務の成果を元に」との記載あるが、誰

がこれまで実施した業務なのか。 

・業務実績のある 128 社全てを指名することも可能

ではありましたが、千葉用水総合管理所における

過年度の実績から、30～40 社程度の業者を指名す

れば複数社の応札に至っていることから、指名業

者数としては妥当であったと考えています。 
なお、一般競争入札（総合評価落札方式）の場合

に行う技術的評価においても、機構の受注実績を

評価し加点する考え方があることから、その考え

方を準用して機構の受注実績を条件として絞り込

みを行ったものです。・既往業務としては、機構

がこれまでに実施した施設保全計画作成や耐震照

査等の業務となります。 
・「見積もり辞退 24 社」は「入札辞退

24 社」と記載すべきものと思われる。 

 

・ご指摘のとおり誤って記載していました。 

・一般競争入札の方が不調に終わった理

由如何。全国でも 100 社ということは

資格要件を厳しくしすぎたということ

か。 

・資格要件については、可能な限り幅広に同種・類

似業務を設定し要件緩和を行っており、妥当であ

ったと考えています。 

  なお、不調の理由については想定の域を出ません

が、本業務は前中期計画に基づいて機能保全計画

の作成を令和３年度中に完了する必要があったた

め、当該業務期間を令和３年度末迄として設定し

ておりました。業務工期末が受注者にとって繁忙

期となる年度末であったことから敬遠されて不調

に終わったのではないかと推測しています。 

・総合評価落札方式で不調の場合に指名

競争入札に移行するに際しては、総合

評価（何らかの技術面の評価）を行え

るように改めるべきではないか。そう

でないと、総合評価を行っている理由

が説明できないのではないか。 

 

・指名競争入札では、同種・類似工事の施工実績、

地域特性等を考慮して業者選定を行うこととして

います。このため、企業、技術者の技術力はほぼ

同等となっているため、価格競争のみでも適正で

あると考えているところです。 

 
（６）補償契約              【土地等の売買に関する契約】 

意見・質問   回答 
・取得した用地は具体的に何に使うか。黄

色い部分が必要な理由は何か。 
・再生事業の方でここに係る部分については建設予定

地、それから管理用道路の南側には沢もありまし

て、施設の保全のためにこの辺り一帯必要な範囲と

いうことで考えておりまして、特に黄色い部分につ

きましては、排水処理設備の設置ですとか、法面の

保護を行うために必要な箇所ということになって

います。 
・取得した用材木の処分方法についてどう

なっているのか。 
・この用材木につきましては、立木伐採を行う業者に

売却処分するということで、売却で得られた利益に

ついては請負代金から差し引くような形になりま

す。 
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・相手方が遠隔地に住まわれているという

ことで、契約のために高知へ来ていただ

く必要があるのか。 

・やはり補償物件、立木が現地で確認してもらう必要

がありますので、高知まで来ていただいたと。その

際に契約等の書類にも押印をいただいたというと

ころでございます。 
・補償相手に高知に来ていただくための旅

費、これは誰が負担するのか。 
・立会謝金等の取扱要領に基づきまして機構が負担し

ているというところです。 
・（取得した用材木について）土地を取得

しておくことだけが必要ではないので

はなくて、そこに今生えている木も全部

切ってしまって使えるものは使います、

そういう意味合いなのか。 

・立木も必要ないというところですので、処分しない

といけないということです。 

 

・（取得した用地は）更地にしてしまうと

いうことか。 

・そうです。先ずは更地にして、その後また保全する

ような形で再整備を行います。 

・（再整備は）草を張るような形にすると

いうことか。 

・未だ最終的な形状は未定ですが、事業として先ずは

必要な部分になるため、そこに例えば土地を必要な

方法でいきますと、排水処理設備をこの辺りには配

置する計画のため、上に何もないようにしておくこ

とが必要となります。 

 
 
２．委員会による意見の具申又は勧告 

なし 
 
３．問い合わせ先 
   埼玉県さいたま市中央区新都心１１番地２ 
       ランド・アクシス・タワー内    電話 ０４８－６００－６５００ 
     水資源機構入札等監視委員会事務局 
                       技術管理室契約企画課長  坂上  覚（内線 2251） 
                       技術管理室技術調査課長 奈良 洋幸（内線 4631） 
                       用地管財部用地補償課長 敷根 康文（内線 2321） 


